
消費税４％

５％
消費税６．３％

８％

地方消費税１％ 地方消費税１．７％

測定機器：日立アロカメディカル㈱　食品放射能測定システムＣＡＮ－ＯＳＰ－ＮＡＩ
　　　　　㈱千代田テクノル　ＲＡＤ　ＩＱＦＳ３００
◆農作物・果樹  ※全て不検出

品　目 採 取 地 品　目 採 取 地 品　目 採 取 地
パ ク チ ョ イ 柏木山（横川） チ ン ゲ ン サ イ 柏木山（横川） ア ピ オ ス 原道上（滑津）

◆その他
品　　目 採　取　地 放射性セシウム測定値

凍 み 大 根 松原（関） １０．０

◆県精密検査結果  ※全て不検出
品　　目 採　取　地 品　　目 採　取　地

サ ン チ ュ 原道下（滑津） か ら し な 柏木山（横川）

七ヶ宿町における放射能測定結果について（１／１５～２／１４測定分）

原木しいたけ（露地栽培）の出荷制限解除には生産者の登録が必要です！

※出荷制限中の農林産物：原木しいたけ（露地）、こしあぶら
◎測定は予約制になります。事前に産業振興課に電話でお申込み下さい。
●測定に関する申込・お問い合わせ　産業振興課　☎３７－２１１３（担当：高橋）

　現在出荷制限指示を受けている原木しいたけ（露地栽培）について、出荷制限解除のための方針が
決まりました。
　第１段階として生産者の登録を行う必要があります。
　今後、原木しいたけ（露地栽培）を出荷する予定のある生産者の方は、３月１２日（水）まで産業振
興課にご連絡ください。
※登録をしていない方は出荷制限が解除にならず、出荷販売はできませんのでご注意願います。
●お問い合わせ　産業振興課　☎３７－２１１３（担当：山田）

七ヶ宿町放射性物質除去土壌仮置き場の放射能測定について
　柏木山放牧場に隣接する仮置き場の測
定結果をお知らせします。
　平成２６年２月１２日に柏木山放牧場
の空間放射線量及び地下水放射性物質量
を測定した結果、以下のとおりとなりま
した。
　追加被ばく量が年間１ｍ Sv/h を超え
ないように管理され仮置き場が安全に保
たれています。
※１　測定点については、広報しちか
しゅく平成２５年６月号に掲載されてい
ます。

●お問い合わせ
　総務課　☎３７－２１１１（担当：秋葉）

仮置き場の空間線量の推移

※測定開始時
から不検出
となってい
ます。

地下水放射性物質質量
調査項目 測定値

放射性ヨウ素（I-131） 不検出
放射性セシウム（Cs-134） 不検出
放射性セシウム（Cs-137） 不検出

単位：Bq/kg
※２　雪面で測定しているため、１２月の半分
以下となっています。

※地方消費税とは、国税である消費税と同様に、事業として行った商品の販売、サービスの提供等の
国内取引や外国貨物の引き取りに対して課税される都道府県税です。

※消費税率１０％（消費税７．８％・地方消費税２．２％）への引上げについては、改めて経済状況等
を総合的に勘案した検討を行います。

　放射性物質汚染対処特別措置法に基づく、「汚染状況重点調査地域」の指定を受け、平成２４年
４月に設置した「七ヶ宿町原子力災害対策本部」は、予定の除染作業が 25 年度で完了する見通
しや空間線量が確実に低下していることから２月１７日付けで解散しました。
　今後は、仮置き場モニタリングや食品検査などの業務を継続して放射能の影響を確認していき
ます。また、仮置き場からの一日も早い撤去に向け関係機関と協議を行っていきます。
◆食品等検査　産業振興課　　　◆焼却灰回収　保健福祉課　　　◆モニタリング　総務課
●お問い合わせ　総務課（☎３７－２１１１　担当　秋葉）　

○消費税率（国・地方）の引上げに当たって事業者の方々が円滑かつ適正に転嫁できるよう、転嫁、広告・
宣伝、価格表示、便乗値上げ等に関する相談窓口を設置しています。

　ご相談がある方は以下の相談窓口にお問い合わせください。

消費税価格転嫁等総合相談センター　専用ダイヤル：０５７０ー２００－１２３
●受付時間　平日９：００～１７：００（平成２６年３月 ･４月は土曜日も受付）
※お住まいの地域に応じて、以下の通話料金がかかります。
・固定電話：８．５円～８０円／３分間　　・携帯電話：９０円／３分間
・公衆電話：３０円～２２０円／３分間
●ＨＰ上の専用フォーム：http://www.tenkasoudan.go.jp（２４時間受付）

消費税率（国・地方）の引上げについて
１．消費税率（国・地方）が引き上げられます

原子力災害対策本部の解散

２．引上げ分の消費税収（国・地方）はすべて社会保障財源化されます

３．円滑かつ適正な転嫁にご理解とご協力をお願いします

引
上
げ
分
の
消
費
税
収

全
額
を
社
会
保
障
財
源
化

社会保障の充実
（待機児童の解消、医療介護サービスの充実など）

社会保障の安定化
・年金国庫負担２分の１等
・後代への負担の付け回しの軽減
・消費税率引上げに伴う社会保障支出の増

財
政
健
全
化
に
一
定
の
寄
与
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